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２０１２年度の自己点検・評価について 
 

 本学は、財団法人 大学基準協会による認証評価の結果、平成 23 年 3 月 11 日に開催され

た当協会の理事会において、「本学は大学基準に適合している」ことが認定されました。 

 この認証評価の結果を受けて、2011 年度に引き続き 2012 年度も大学基準協会から認証評

価の助言等の改善指摘についての取組を自己点検・評価報告書として取りまとめることを

全学評価委員会として決定しました。 

 この決定に基づき、学内の関係機関が認証評価時に受けた助言等の改善指摘について、

自己点検・評価を行ったものを本報告書として取りまとめました。 
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１．認証評価の助言事項に関する改善状況について 
１）教育内容・方法 
（１）社会福祉学部 

助言に対する改善報告 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法 （教育課程等） 

指摘事項  年間履修登録単位数の上限が、社会福祉学部では１～３年次は 50 単

位、国際福祉開発学部では１～４年次が 50 単位、福祉経営学部では１

～３年次は 50 単位、４年次は 60 単位と高い。また、健康科学部では

１～３年次は 50 単位、４年次は制限なし、子ども発達学部では１～２

年次は 54 単位、３～４年次は 50 単位と高いので、単位制度の趣旨に

照らして、改善が望まれる。さらに、社会福祉学部、経済学部、福祉経

営学部において、定員が設定されている編入学・転入学生の３年次にお

ける年間履修登録単位数の上限も 60 単位と高いため、あわせて改善が

望まれる。 

評価当時の状況 2009年度～2010年度入学生の年間履修登録単位数の上限は、50単位(１

～３年次)。50 単位まで登録上限を引き上げたのは、社会福祉士新カリ

キュラムの指定科目数と演習科目の時間数増加に対応するためであっ

た。 

評価後の改善状況  社会福祉学部においては，平成 23（2011）年度 1 年次入学生より、

全学年の履修上限を 48 単位に引き下げた。 

 社会福祉学部の編入学・転入学生の多くは、社会福祉士の受験資格を

取得することを目的として入学してくる。特に、3年次の編転入生の場

合は、そのために卒業までの 2年間で、社会福祉士対応科目だけでも最

大 35 科目を履修し、67 単位を取得しなければならない（ただし、選択

科目あり）。また、直近の編入生の卒業時における取得単位数は、平均

140～150 単位となっており、年間履修単位登録の上限（60 単位）につ

いて、2年間での社会福祉士の受験資格取得と卒業保証のためには引き

下げることは厳しい状況である。現行の 3 年次の上限である 48 単位ま

で引き下げることが大前提となれば、3 年次編入のあり方（例えば、3

年編入をやめて、2年編入のみとする）そのものを見直す必要がある。

しかし、直近 3年間の 3年次編入者数は、各年 20名～30 名となってお

り、その分の入学者を失うことは、学募的には厳しいこととなる。ちな

みに、直近 3年間の 2年次編入者数は、各年０名から５名である。 
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改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

平成 23（2011）年度１年次入学生より、全学年とも履修上限を 48 単位に引き下げた。 

（「日本福祉大学社会福祉学部授業科目履修規程」を改正） 
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社会福祉学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  社会福祉学部、健康科学部、子ども発達学部、社会福祉学研究科

において、科目ごとの成績評価基準が明確に示されていないほか、

シラバスの内容や量に精粗が見られるので改善が求められる。 

評価当時の状況 ほとんどの科目のシラバスは、しっかり書かれているが、特定の科

目（英語・スポーツ）の記述に粗い箇所があり、これらのクラス数

（シラバスのページ数）が多いことから、全体として精粗が目立っ

てしまった。 

評価後の改善状況  大学基準協会に改善を指摘されたこと、および具体的な書き方を

例示した文書を作成し、全学教務委員会名の文書で、書き方内容を

丁寧に例示し 2012 年度のシラバスの作成を依頼した。しかし、「英

語（フレッシュマンイングリッシュ）」については、専任、非常勤問

わず、年間授業の流れの記述のほとんどが、テキストの項目しか書

かれていない等の粗い内容となっている。また、「成績評価の方法」

に関する記述については、詳細に記入していない教員に対し、個別

に修正を要請したため、全員が記入しており、シラバスの一部分で

はあるが改善された。「スポーツ」科目についても、「年間授業の流

れ」及び「成績評価の方法」等の記述内容の充実が 2012 年度にお

いては図られた。2013 年度は、さらに全学教育センター長、外国語

教育部会長及びスポーツ教育部会長を通した徹底指導により、シラ

バス内容の充実を図る。 
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（２）経済学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  年間履修登録単位数の上限が、社会福祉学部では１～３年次は 50 

単位、国際福祉開発学部では１～４年次が 50 単位、福祉経営学部

では１～３年次は 50 単位、４年次は 60 単位と高い。また、健康

科学部では１～３年次は 50 単位、４年次は制限なし、子ども発達

学部では１～２年次は 54 単位、３～４年次は 50 単位と高いので、

単位制度の趣旨に照らして、改善が望まれる。さらに、社会福祉学

部、経済学部、福祉経営学部において、定員が設定されている編入

学・転入学生の３年次における年間履修登録単位数の上限も 60 単

位と高いため、あわせて改善が望まれる。 

評価当時の状況 経済学部では、2004 年度以降の入学生より年間履修上限単位数を

44 単位と定めている。ただし、編入学、転入学および転部生の 3 年

次における制限単位数は 60 単位としている。 

評価後の改善状況  経済学部では、年間履修上限単位数を各年次 44 単位とし、半期

毎の履修制限単位数を 28 単位と定めている。 

 当指摘で対象となる編転入学生については、2008 年度より 50 単

位という目安を設けて履修指導を行っている。このカリキュラム世

代が編転入生受け入れの対象となる 2013 年より、編入学・転入学

生の３年次における年間履修登録単位数の上限は 48単位に改める。
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経済学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 「教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  経済学部および福祉経営学部において、「授業評価アンケート」の

結果を学生へ公開しておらず、改善が望まれる。 

評価当時の状況  「学生による授業評価アンケート」に対する「学生による授業評

価アンケート実施報告書」は、学生への公開を決めていたが年を経

る中でそれがなされないことが多くなった。そのため、学生が自ら

の要望などがどのように授業改善に反映されたのか、明確に知るこ

とができない状況である。 

また、例年、同様のアンケートを実施しているため、教員がアンケ

ート結果に注意を払わなくなってしまっている面もある。 

評価後の改善状況 「学生による授業評価実施報告書」は、2010 年度より、授業期間中

に行う中間評価を踏まえた実施報告書を全教員に課している。また、

報告書の公開を改めて教授会で確認し、2010 年度分より学生への公

開を実施した。また、「学生による授業評価アンケート」項目も、全

学評価委員会における意見を取り入れ、2010 年度から内容の改善を

行った。 
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（３）子ども発達学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  年間履修登録単位数の上限が、社会福祉学部では１～３年次は 50 

単位、国際福祉開発学部では１～４年次が 50 単位、福祉経営学部

では１～３年次は 50 単位、４年次は 60 単位と高い。また、健康

科学部では１～３年次は 50 単位、４年次は制限なし、子ども発達

学部では１～２年次は 54 単位、３～４年次は 50 単位と高いので、

単位制度の趣旨に照らして、改善が望まれる。さらに、社会福祉学

部、経済学部、福祉経営学部において、定員が設定されている編入

学・転入学生の３年次における年間履修登録単位数の上限も 60 単

位と高いため、あわせて改善が望まれる。 

評価当時の状況 子ども発達学部心理臨床学科の履修登録上限は、1 年次と 2 年次は

54 単位、3 年次と 4 年次は 50 単位としていた。 

 

評価後の改善状況 平成 23 年 4 月 1 日付けで子ども発達学部授業科目履修規程を改正

し、平成 23 年 4 月の新入学生より、年間の履修登録上限を 48 単位

に統一・変更した。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

 

子ども発達学部授業科目履修規程 

 心理臨床学科 

１年次 48 単位以内 

２年次 48 単位以内 

３年次 48 単位以内 

４年次 48 単位以内 

    別 表 3 履修登録上限単位数 
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子ども発達学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  社会福祉学部、健康科学部、子ども発達学部、社会福祉学研究科

において、科目ごとの成績評価基準が明確に示されていないほか、

シラバスの内容や量に精粗が見られるので改善が求められる。 

評価当時の状況 ほとんどの科目のシラバスは、しっかり書かれているが、特定の科

目（英語・スポーツ）の記述に粗い箇所があり、これらのクラス数

（シラバスのページ数）が多いことから、全体として精粗が目立っ

てしまった。 

評価後の改善状況  子ども発達学科は教員養成を行っている学部で、その中の子ども

発達学科は、教員養成を主たる目的とする学科である。したがって、

教職課程認定申請等に関わる基礎知識として、シラバスの書き方に

ついては教授会でも度々話題に取り上げ、どのように書くべきかに

ついては、ほぼ全教員が理解している。実際、専任教員のシラバス

に指摘を受けるような記述はほとんど見られない。つまり、実態と

しては非常勤教員が数多く担当する語学・スポーツのシラバスの書

き方に粗さが目立っているというのが現状である。そのため、非常

勤教員にシラバスの作成依頼をする際、作成時の注意点、書き方等

を例示し、改善を促す取り組みを行う予定であったが、2012 年度の

シラバス作成依頼時に周知徹底することができなかった。その反省

を踏まえ、2013 年度のシラバス作成依頼時より、非常勤教員に対し

て文書およびメールでの注意喚起を行っており、2013 年度のシラバ

スからは大きく改善される見通しである。作成されたシラバスに改

善が見られない場合は、学部長名で修正・再作成のお願いをする予

定である。 
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（４）国際福祉開発学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  年間履修登録単位数の上限が、社会福祉学部では１～３年次は 50 

単位、国際福祉開発学部では１～４年次が 50 単位、福祉経営学部

では１～３年次は 50 単位、４年次は 60 単位と高い。また、健康

科学部では１～３年次は 50 単位、４年次は制限なし、子ども発達

学部では１～２年次は 54 単位、３～４年次は 50 単位と高いので、

単位制度の趣旨に照らして、改善が望まれる。さらに、社会福祉学

部、経済学部、福祉経営学部において、定員が設定されている編入

学・転入学生の３年次における年間履修登録単位数の上限も 60 単

位と高いため、あわせて改善が望まれる。 

評価当時の状況 英語学習や演習系科目、フィールドワーク等、相対的に実践的な

学習活動の比率が高い学部教育の内容を踏まえても年間 50 単位の

履修登録上限はやや高いというのは妥当な指摘であると受け止め

ているが、評価の対象となった年度は国際福祉開発学部の開設 2 年

目（平成 21 年目）にあたる年度であり、設置計画完成後の課題と

した。 

 

評価後の改善状況  平成 25 年度のカリキュラム変更を含む学部教育改革に係る学則

改正の際に、国際福祉開発学部の年間履修登録単位数上限を 48 単位

とした。 
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（５）福祉経営学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  年間履修登録単位数の上限が、社会福祉学部では１～３年次は 50 

単位、国際福祉開発学部では１～４年次が 50 単位、福祉経営学部

では１～３年次は 50 単位、４年次は 60 単位と高い。また、健康

科学部では１～３年次は 50 単位、４年次は制限なし、子ども発達

学部では１～２年次は 54 単位、３～４年次は 50 単位と高いので、

単位制度の趣旨に照らして、改善が望まれる。さらに、社会福祉学

部、経済学部、福祉経営学部において、定員が設定されている編入

学・転入学生の３年次における年間履修登録単位数の上限も 60 単

位と高いため、あわせて改善が望まれる。 

評価当時の状況  1～3 年次は 50 単位。卒業を推進するために 4 年次は上限 60 単位

としている。編・転部生は、3 年次 60 単位としている。（「福祉経

営学部授業科目履修規程」別表３より抜粋）。 

評価後の改善状況  福祉経営学部は 2011 年度より学生募集停止、また 2012 年度より

編・転部生の募集も停止のため、「履修規程」にかかる改善整備は行

わない。 
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福祉経営学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項 経済学部および福祉経営学部において、「授業評価アンケート」の結

果を学生へ公開しておらず、改善が望まれる。 

評価当時の状況 アンケート結果を集約することより、授業への関心度・満足度・総

合評価等を把握するとともに、自由記述にて科目に対する意見を収

集し、結果を担当教員にフィードバックしている。アンケート結果

については、学生に公開はしていない（『自己点検・評価報告書』

p.127）。 

評価後の改善状況 授業評価アンケート結果は、2011 年度より「授業評価アンケート結

果」を出力し学事課窓口にて閲覧可能とした。（合わせて閲覧可能の

旨を学内者専用ページ nfu.jp にて学部生に告知した。） 
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（６）健康科学部 
助言に対する改善報告 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  年間履修登録単位数の上限が、社会福祉学部では１～３年次は 50 

単位、国際福祉開発学部では１～４年次が 50 単位、福祉経営学部

では１～３年次は 50 単位、４年次は 60 単位と高い。また、健康

科学部では１～３年次は 50 単位、４年次は制限なし、子ども発達

学部では１～２年次は 54 単位、３～４年次は 50 単位と高いので、

単位制度の趣旨に照らして、改善が望まれる。さらに、社会福祉学

部、経済学部、福祉経営学部において、定員が設定されている編入

学・転入学生の３年次における年間履修登録単位数の上限も 60 単

位と高いため、あわせて改善が望まれる。 

評価当時の状況  健康科学部において 1 年間に履修できる単位数は、前期・後期あ

わせて 1 年間で 50 単位までとしている（ただし、4 年次のみ制限を

設けていない）。 

 

 

評価後の改善状況  2012 年度から資格取得のために必要な科目も含め、1 年間に履修

できる単位数上限を全学年 50 単位とした。特に介護学専攻において

は社会福祉士及び介護福祉士の両資格必修の専門科目を修得するた

めには上限を 50 単位までとせざるを得ない現状にある。今後、新カ

リキュラム進行に従い必修科目の学年変更等により 50 単位以下に

改善が可能になるよう追究していく。 
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健康科学部 
助言に対する改善報告 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  社会福祉学部、健康科学部、子ども発達学部、社会福祉学研究科

において、科目ごとの成績評価基準が明確に示されていないほか、

シラバスの内容や量に精粗が見られるので改善が求められる。 

評価当時の状況 ほとんどの科目のシラバスは、しっかり書かれているが、特定の科

目（英語・スポーツ）の記述に粗い箇所があり、これらのクラス数

（シラバスのページ数）が多いことから、全体として精粗が目立っ

てしまった。 

評価後の改善状況  健康科学部では，平成 24 年度シラバス作成依頼は、12 月に全学

教務委員会名の文書にて各教員に対して一斉に実施する。シラバス

の内容及び量について、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科においては、専攻ごとに点

検を加え完成させていたが、平成 24 年度シラバスについては福祉工

学科も含め各専攻で教務担当が中心となり非常勤講師のシラバスも

含め点検を行い、必要に応じて科目担当教員と内容確認を行う。 

 なお，英語，スポーツ等の科目は 2012 度以降全学教育センターに

よる全学的統括のもと，各クラスのシラバス記述に極端な精粗がな

いように点検修正を行うこととした。 
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（７）大学院  
  社会福祉学研究科 

助言に対する改善報告 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

（2）修士課程・博士課程・専門職学位課程の教育内容・方法 

指摘事項  社会福祉学部、健康科学部、子ども発達学部、社会福祉学研究科

において、科目ごとの成績評価基準が明確に示されていないほか、

シラバスの内容や量に精粗が見られるので改善が求められる。 

評価当時の状況 成績評価方法の記載はあるが、評価基準の記載がないシラバスが存

在した。 

評価後の改善状況  2010 年 11 月 25 日の大学院委員会で、大学院シラバスの項目名を

変更（｢成績評価」→「成績評価方法と基準」）し、大学院統一ルー

ルとして、評価方法とそれぞれの配分(点)を記載することを確認し

た。 

 なお、2011 年度からは新フォーマットでの運用を開始。2012 年度

からは、質管理のために研究科運営委員会でシラバスの内容確認を

おこない、記載量（1 科目 A4 で 1 頁程度）や評価基準の記載内容に

ついて標準化が図られるようになった。 
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２）学生の受け入れ 
  ― 経済学部、健康科学部、国際福祉開発学部、福祉経営学部 ― 

助言に対する改善報告 

種  別 内  容 

基準項目 学生の受け入れ 

指摘事項  過去５年間の入学定員に対する入学者数比率の平均が、経済学部が

0.86 と低く、未完成の学部である健康科学部は0.70、国際福祉開発学

部も0.61 と低いので、改善が望まれる。また、収容定員に対する在籍

学生数比率も、経済学部0.80、福祉経営学部0.88 と低く、さらに、完

成年度に達していないが、健康科学部および国際福祉開発学部でもそれ

ぞれ0.69、0.61 と低いため、改善が望まれる。 

評価当時の状況  過去5 年間の大学全体での入学定員充足率は、1.03 となり定員は充

足している。しかし年々入学者数は減少傾向にあり、2007 年度以降、3 

年連続で大学全体の入学定員充足率は1.0 を割っている。入学者の減少

は2008 年度に新設学部を開設した以降も続いている。収容定員充足率

は、過去5 年平均(健康科学部、子ども発達学部、国際福祉開発学部は2

年間平均)で、1.10 であるが、2009 年度、はじめて単年度で1.0 を割

り込んだ。入学定員充足率を学部別でみると、健康科学部、国際福祉開

発学部が0.7 以下である。特に健康科学部福祉工学科は2008 年度以降、

0.33、0.48 と連続して大きく定員を割っている。経済学部、福祉経営

学部も2008 年度から2009 年度の入学定員充足率は減少傾向にあり、

2009 年度の経済学部は、0.59 である。学生募集部局においては、各学

部用に個別配布資料等を作成し、対応を行っている。また指定校依頼等

においても、依頼高等学校数を増やし、若干増加しているが、入学定員

の不足数を補うにはいたっていない。 

評価後の改善状況  2012 年度入学者数は以下のデータとおり。各学部学科などで入学者

数を維持・向上することはできなかった。尚、2012 年度 11 月までに実

施した学募事業は以下のとおり。2012 年度入学者数の減少については、

他大学との志望順位も影響があったと考えられるので、さらに学生募集

事業の内容を検討し、他大学よりも志望順位を上げられるよう学募事

業・入試制度を企画・実施している。また、定員割れが続いていた福祉

工学科の入学定員を 50 名減少させ、社会的需要の多い子ども発達学部

に 50 名定員増を文部科学省に届出した。さらに、経済学部と国際福祉

開発学部はキャンパスを2年後に都市部へ移転することを構想してい

る 



17 
 

 

 

 

 

  

＜学部別入学者比較＞         

学科など 2010 2011 2012 増減

社会福祉学科 261 600 551 -49

経済学科 122 192 154 -38

リハビリテーション学科理学療法学専攻 52 57 40 -17

リハビリテーション学科作業療法学専攻 43 53 42 -11

リハビリテーション学科介護学専攻 38 49 42 -7

福祉工学科健康情報専攻 16 27 29 2

福祉工学科ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 44 49 44 -5

子ども発達学科保育専修 127 123 102 -21

子ども発達学科初等教育専修 63 85 50 -35

心理臨床学科 140 147 119 -28

国際福祉開発学科 42 51 49 -2

計 1332 1433 1222 -211

＜2012 年度新規学生募集事業＞ 

①センター全学部出願の広報。高校へのポスター等の配布。 

②進学校を対象とした入試説明会の実施。学力系入試が多い高校を対象とした入試説明会（高校

教員向け）を 10 月 19 日に実施。 

③「持参割」「願書受付会」の実施。出願時に面談し、志願順位を上げることを目的とする。また、

ブロックセンターと連携し、各オフィスでの願書受付会を実施予定。 

④オープン相談会の開催。合格者の不安を解消し、歩留まり率の向上をはかる。（１2月～３月 全

２０回予定） 

⑤経済援助学費減免奨学生の申請者拡大。一般入試・センター入試願書に、経済援助申請書を同

封。申請数を伸ばし、定員割れ学部を中心とした歩留まり率向上対策として実施する。 
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学生の受け入れ 
 ― 社会福祉学部、経済学部、福祉経営学部 ― 

助言に対する改善報告 

種  別 内  容 

基準項目 学生の受け入れ 

指摘事項  編入学定員に対する編入学生数比率が、社会福祉学部 0.64、経済

学部 0.35、福祉経営学部 0.23 と低くなっているので、改善が望ま

れる。 

評価当時の状況  2009 年度入学者選抜においては、2 年次編転入9 名、3 年次編転入

が66 名であった。その内訳は、2 年次編入学の66％が心理臨床学科(前

年71%)、3 年次編入学の86％が社会福祉学部(前年84％)である。過年度

の傾向に変化はない。 

評価後の改善状況  編入学生の受け入れについては，学部の収容定員変更や募集停止

などに係り次のように変更している。 

 経済学部は，2009 年度をもって編入学定員を廃止した。福祉経営

学部も同様に 2009 年度をもって編入定員を廃止し，2011 年度から

学生募集を停止した。 

 社会福祉学部においては，社会福祉学科（夜間）及び保健福祉学

科は 2011 年度から学生募集を停止し，編入学は 2012 年度をもって

受入を停止した。 

 以上の学部学科を除くと，2012 年度における編入学定員は社会福

祉学部社会福祉学科（昼間）の第 3 学年編入定員 25 名である。2012

年度の社会福祉学科（昼間）の編入学生は 14 名であり入学比率は

0.56 である。（2010 年度からの入学生推移は下記データ参照） 

 学部の理解や資格取得などの広報，説明等を編入学希望者に行っ

てきたが，社会福祉学部への編入学の志願者の増加に至っていない。

 このため 2012 年度以降，志願者確保を行うため短大，専門学校へ

の訪問調査を行い，短大生については進学希望者が一定数存在する

等の状況を改めて把握した。これに基づき，本学の広報，学部の説

明などを各学校の実情に合わせて企画していく予定である。 

 また，同一法人の経営する専門学校に編入生確保のための説明会

も実施している。 
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改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

第 3 学年編転入学生数 2010 年度 2011 年度 2012 年度 

社会福祉学科（昼間）  16 20 14 
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３）研究環境 ― 社会福祉学部 ― 

助言に対する改善報告 

種  別 内  容 

基準項目 研究環境 

指摘事項  提出された資料によると、社会福祉学部において一部研究活動が不活

発な教員が見られるため、研究活動の活性化が望まれる。 

評価当時の状況 ・2009 年 5 月当時、社会福祉学部において研究業績の少ない教員（論

文 0・著書 0、論文 1・著書 0）は 2 名であった。 

・社会福祉学部においては、研究業績が多い教員がいる一方で、研究業

績が少なく、研究活動が不活発な教員が見られた。 

・学内の重点研究プロジェクトに参加する社会福祉学部教員は限定され

ていた。 

評価後の改善状況 ・研究業績の少ない教員 2 名のうち、1 名は 2009 年度末で退職しており、

もう 1 名（該当期間中一部休職）は、評価時の 2009 年 5 月以降、2011 年

度末までに新たに論文 3、研究ノート 1 の研究業績を提出している。 

また、さらなる改善に向けて次のような対応をおこなっている。 

・研究業績が少ない教員に対しては、研究業績数増加をめざし学内研究紀要

への投稿を呼び掛けている。2012 年度は、社会福祉学部教員全体の学内研

究紀要投稿数が 37 件であり、2007～2011 年度までの投稿数が 9～16 件だ

ったことに比べて増加がみられる。 

・2012 年度、新たな学内共同研究プロジェクトとして「スーパービジョン研

究プロジェクト」を立ち上げるとともに、権利擁護研究センターを開設した。

これらのプロジェクトや研究センターの研究活動に教員が幅広く参加でき

るよう努める。 

・学内研究助成制度の見直しをおこない、特に研究成果報告に関する助成予

算と採択基準の拡充を行うなど、全学教員の研究活動の活性化方策を実施し

ている。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

 本学における研究業績の数値目標は、「教員資格再審査」（原則 5 年毎）の審査基準（研究論文 2 以上、

または著書 1 以上）以外に明確なものはない。2009 年 5 月当時、教員資格再審査の基準に該当しない研

究業績の少ない教員は、社会福祉学部において 2 名であった。うち 1 名は 2009 年度末で退職しており、

もう 1 名は、評価当時（論文 1・著書 0）であったが、2011 年度末までに（論文 3・研究ノート 1）の研

究業績を提出しており、教員資格再審査の審査基準を満たしている。 

 さらに、2012 年度現在の在籍教員のうち、前述の「教員資格再審査」の審査基準に該当しない教員 5

名のうち 4 名が本学へ赴任してからの経歴が浅く、ほか 1 名は現在学内研究紀要へ投稿中である。 
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４）教員組織  ― 社会福祉学部 ― 

助言に対する改善報告 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教員組織 

指摘事項  専任教員１人あたりの在籍学生数について、社会福祉学部が 47.1 人

と多いため、改善が求められる。 

評価当時の状況  当時の、当該学部の 2 学科における専任教員数は、社会福祉学科 35
名、保健福祉学科 17 名、合計 52 名を配置していた。大学設置基準の学
部の種類及び規模に応じ定める専任教員数は 2 学科で 27 名、収容定員
に応じて定める教員数は他学部との合算であるが、収容定員により案分
すると 21 名程度であり、合計で 48 名である。従って、設置基準を上回
る教員数を確保していた。 
 また、学生数は収容定員 2150 名に対して在籍者数 2451 名であり、
収容定員比 1.14 であった。 
このため社会福祉学部の専任教員 1 人当り学生数は、47.1 人という状況
であった。 

評価後の改善状況  2012 年度の社会福祉学部専任教員 1 人当りの学生数は、40.9 人であ
り、認証評価時の 47.1 人から改善された。 
 この改善は主に教員充実と学生数の減少によっている。 
 認証評価時の社会福祉学部専任教員は 52 名であったが，2011 年度は
54 名，2012 年度は 56 名と専任教員が増員された。 
 また、社会福祉学部の認証評価時の学生在籍者 2451 名（収容定員比
1.14）であったが、2011 年度 2308 名（収容定員比 1.10），2012 年度 2293
名（収容定員比 1.07）と学生数が減少した。こうしたことから専任教員
1人当り学生数が改善された。 
 教員組織の整備は、今後とも学部の教育課程整備と合わせて追求する
が、一方で私立大学の経営維持ということから、定員にみあった学生の
受入も追求する。特に学生の受け入れに関わっては、年々の志願の動向
変化などにより、その増減が生じることがあろうが、社会福祉学部のみ
ならず他学部も含めて、学部の教育に支障をきたすことないよう、教育
課程の運用をはかっていく所存である。 
 
 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

 認証評価時（2009 年度）       (2012 年度) 

  専任教員数：52 名      →      56 名 

  在籍学生数：2451 名    →     2293 名 

  教員 1 人当り学生数：47.1 名 →   40.9 名 
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２．認証評価総評における指摘等の改善状況について 

１）理念、目的 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 理念、目的 

指摘事項  特に近年では、受験生の福祉離れの傾向を受けて、一部の学部・学

科では定員割れの状況にあることは課題である。 

 今後とも自己点検・評価を通じた大学改革を推進させ、課題を解決

するとともに、貴大学が行う教育活動などをいっそう社会にアピール

するなど、福祉分野の志願者拡大に努めることを期待する。 

評価当時の状況 「福祉逆風」といわれる傾向に転換の兆しがあるものの、高校生の「福

祉離れ」の傾向は依然として継続しており、広がる「ふくし」の分野

として、社会福祉の周縁的関連領域として位置付けている経済、福祉

経営、福祉工学、国際福祉開発の領域における学生募集は、入学定員

割れを起こすなど、大変厳しい状況にある。 

（『自己点検・評価報告書』 P.8） 

 

評価後の改善状況 2012 年度入学者数（通学課程）において、定員管理の厳格な適用を

図ったことと、定員割れの学部・学科における学募回復が進まなかっ

たことにより、全体で前年度実績を下回る結果となった。 

引き続き学生募集の取り組みの改善、広報の充実を図る。また、第 1

期学園・大学中期計画の一環として、学部間の定員増減措置（2013 年

度、健康科学部福祉工学科の定員減と子ども発達学部の定員増）、学

部名称変更（国際福祉開発学部）や新キャンパス開設・移転（経済学

部、国際福祉開発学部）など、学生募集回復に向けた抜本的な対応を

進めている。 
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２）教育内容・方法（教育課程等） 
（１）全学部 

総評の指摘等の改善状況報告 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項 卒業要件の内容や文書間での整合性、学則上必修でない科目を事実

上必修化する「全員履修科目」については、そのあり方をあらため

て検討することが望まれる。 

評価当時の状況  認証評価時（2009 年度）の各学部の全員履修科目の配置について

は、学部学科の間に偏りがあった。経済学部、国際福祉開発学部で

は２～３科目、社会福祉学部、子ども発達学部では 6 科目、健康科

学部情報工学科では専攻により８～１０科目を配置していた。 

 配置の特徴は、各学部とも演習系の科目を全員履修科目としてい

る事、導入科目としても学部の基礎ともなる 1 年次開講科目につい

て全員履修科目として設定していることである。また、健康科学部

の福祉工学科においては、教育課程の特性からか、基本的な科目の

設定がやや広く全員履修科目が他学部と比較して多く配置されてい

た。  

評価後の改善状況  全員履修科目は、「学部・学科の教育目標、人材育成目標に沿って、

全員が履修するべきとされる科目」であり、修得しなくても卒業で

きることが必修科目とは異なるところである。また、その配置も、

学部によっては多少の違いはあるが、概ね演習系科目と 1 年次の基

礎的な科目に限定して配置している。従って、学年でみると 1 年次

を除けば各学年はでは１～2 科目程度の履修となる。1 年次以外の学

年に全員履修科目を配置していない学部、学科もある。 

 認証評価時からの変化では、全員履修科目の演習１科目を必修科

目とした社会福祉学部、逆に必修科目を全員履修科目に置き換えた

経済学部などがあるが、基本的には大きな変更はない。 

 全員履修科目の性格は前述の通りである、この科目運用について

は、各学部の教育目標、人材育成目標を追求する教育課程全体の運

用の中に位置づけて検討が行われるべき性格のものと考えている。

それは教育課程における必修科目、選択科目などの運用全体と、4

年間の標準修了年限での知識習得の在り方とも合わせて不断の検討

の中で行っていくものとして考えている。 
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 従って、当面は全員履修科目が、事実上必修化しているので「必

修科目」に変更したり、または一般的な「選択科目」に変更する等

の改定を行う予定はない。 
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（２）国際福祉開発学部 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項 （シラバス）成績評価基準の記述には精粗があり、改善が望まれる。

評価当時の状況    本学では、シラバスにおいて成績の評価基準を明示し、学生に周

知している。（2009 年度自己点検・評価報告書 P.201） 

現在、本学のシラバスは、全学教務委員会等での議論を踏まえて、

授業計画だけでなく、科目の狙いや到達目標、関連科目や評価の基

準などの項目が設けられた統一様式で作成されている。そのシラバ

スは、web で公開され、学外にもオープンな形となっている。（2009

年度自己点検・評価報告書 P.204） 

 

評価後の改善状況  平成 25 年度のシラバスより特に成績評価基準の記載内容に重点

をおいて、科目の属性(講義・演習・実習）と学内規程に照らして、

不整合がないか科目全体を点検の上、必要な修正を行う予定である。
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国際福祉開発学部 

総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項 （試験評価）評価自体は教員個人の裁量に任せられているため、よ

り一層の充実を期待したい。 

評価当時の状況   成績評価については、厳格な成績評価基準を設け、教員・学生と

もに、web 上で成績入力や成績確認を行うことができるシステムを

整備するなど評価できる仕組みを構築していると考える。ただ、試

験の統一的な採点基準はなく、評価自体は最終的に教員個人の裁量

に任せられている。 

評価後の改善状況  評価自体は科目担当者に委ねつつも、科目担当者が執筆するシラバ

スの「成績評価の方法」について、当該科目の属性（講義・演習・実

習や領域）と試験規程に照らして妥当な評価項目と按分になっている

か教務委員を中心に組織的な点検と修正を行っている。また、期末試

験実施前にはシラバスに記述された内容に沿って、適切に試験が行わ

れているかを確認してシラバスと齟齬がある場合は、シラバスに沿っ

た試験の実施を個別に要請している。 

さらに、成績評価後の対応として、履修者ごとの評価根拠の整備を教

務委員から科目担当者に徹底することで、教育に対する説明責任の一

層の明確化と、評価の検証可能性の向上を図っている。 
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（３）福祉経営学部 
総評の指摘等の改善状況報告 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

 2011 年度より学生募集を停止しており、2012 年度在籍数は 4 月現在で 247 名（3 年生

135 名、4 年生 112 名）であるが、内、基礎演習未修得者は 1 名のみ（0.4%）である。2012

年度も引き続きゼミを開講し、残り 1 名の修得に向けて注力している。 

 「卒業研究Ⅱ」の論文提出率については、2011 年度には 25.58%（提出者数÷履修者数）

まで落ち込んだが、履修指導の甲斐もあり、2012 年度には 32.94%まで回復した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項  必修の基礎演習を脱落する学生が約 10％もいること、また必

修ではないものの、「卒業研究Ⅱ」の論文提出数が年々減少傾向

であることなどは、検討が必要である。 

評価当時の状況 「基礎演習」を途中脱落する学生が約 10％存在する。（『自己点

検・評価報告書』p.120）。 

評価後の改善状況 「基礎演習」の単位修得は卒業条件でもあることから、再履修ク

ラスを配置し未修得者への対応を行っている。なお、福祉経営学

部は 2011 年度より学生募集停止のため、「基礎演習」にかかる

改善整備は実施していない。 
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福祉経営学部 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（教育課程等） 

指摘事項 シラバスの記述の内容や量については、教員間でおおむね精粗が

ないが、一部に不備もあるので改善に向けて検討する必要がある

（『授業科目概要 2009』）。 

評価当時の状況  シラバスには、開講回数・開講内容・成績評価基準等の項目が

記載されているが、年度初めの公開時に完成されていない科目が

一部存在した。 

評価後の改善状況  シラバス入力後に学部委員による確認を行い、未入力の項目に

ついては担当教員に入力を要請している。なお、リレー形式の科

目等で後期科目であれば講師手配の関係から年度当初に確定で

きない面もある。しかし後期授業開始時には、改めて講義内容を

学生に提示している。 
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（４）健康科学部 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法等（教育課程等） 

指摘事項 （授業評価アンケート）科目担当教員の改善状況についてはチェ

ック体制が整備されていないので、改善する必要がある。 

評価当時の状況 学期末に行っている「授業評価アンケート」の項目には、教育効

果に関わる質問事項や、学生が自由記述で回答できる項目が含ま

れており、教育効果測定や授業改善の指標として有効な手段とな

っている。 

評価後の改善状況  2012 年度も引き続き「学生による授業評価」を実施し、web に

よる学内公開を行った。継続発刊を行っているＦＤ（ファカルテ

ィ・デベロップメント）冊子「ＦＤ推進を目指して」の中で、「教

育に関するＦＤ活動」の章にて学生の授業評価を分析し、それを

どのように受け止めどのように考えるかを科目担当者（専任教

員）がまとめ論文として掲載し学内外に公開も行っている。授業

評価アンケートの内容の検討、実施後のアンケート結果をどのよ

うに授業改善に結び付けて行くかについて手法などを検討する

「ＦＤプロジェクト」を 7 月教授会にて設置決定し、現在活動を

始めている。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

 ・「ＦＤ推進を目指して」第 9 号 

 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等
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３）教育内容・方法（教育研究交流） 
総評の指摘等の改善状況報告 

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法等（教育研究交流） 

指摘事項 各学部では、国内外の大学との交流に関する基本方針はない。そのため、

研究面の交流については個々の教員レベルにとどまっている学部もあ

る。 

評価当時の状況 国内外大学との交流そのものに関する、全学および学部レベルでの基

本方針は明確に立てられてはいない。研究面での大学間の組織的交流等

も活発に行われているとは言えない状況にある。 

ただし、国内大学との交流では、文部科学省「戦略的大学連携支援事

業」として北星学園大学、熊本学園大学との連携協定を結び、事業の方

針・計画を確認の上、交流事業を進めてきた。海外大学とは、大学間や

学部間で交流協定を締結し教育交流プログラム等、個々の事業について

全学や対応学部で方針等を確認して、実施してきた。（カナダ・モホー

クカレッジ、フィリピン大学、オーストラリア・ビクトリア大学、南京

大学、ジャワハルラルネル―大学、マレーシア科学大学、アメリカ・ベ

サニーカレッジ等々） 

このように、一定の枠組みのもとでの連携･交流事業や個別・具体的な

交流事業については真摯に取組を進めているが、それらを貫く全体的方

針を明確に設定していないことが問題として指摘されている。また、大

学全体の交流方針が存在しないため、学部単位での基本方針が立てられ

ないと自己評価した学部もあり、全学レベルでのマクロな交流方針の策

定が希求されている。 

評価後の改善状況  国内の大学間交流に関し、2012 年 8 月に６大学（本学・北星学園大

学・広島修道大学・松山大学・熊本学園大学・沖縄国際大学）の包括的

連携協定を締結した。これは、文部科学省「戦略的大学連携支援事業」

を機に進めてきた北星学園大学・熊本学園大学との連携事業を拡大・継

承するものである。具体的な大学間連携事業について、次年度以降の実

施に向けた協議を進めている。 

 国際化については、2012 年 4 月に、学園中期基本計画委員会のもと

に「国際政策検討委員会」を設置し、課題として掲げた全学レベルのマ

クロな交流方針も含めた検討に着手している（2012年度中に答申予定）。

全体的方針を踏まえた上で、次に各学部単位の交流方針を明確にし、全

学方針の中に位置づけることとする。 
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４）教育内容・方法（学位授与・課程修了の認定） 
 大学院：全研究科 

総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（学位授与・課程修了の認定） 

指摘事項 （学位授与方針・基準、論文審査基準）「大学院学則」、「学位規則」

および『履修要項・科目概要』に明示されているものの、研究科・

専攻により記述に差があるため、より明確に示されることが望まし

い。さらに、『履修要項・科目概要』には、課程博士学位申請のため

に再入学をした場合、論文指導が受けられないと明記しているが、

実態と異なるため、改善が望まれる。 

評価当時の状況  各研究科の履修要項については、研究科、専攻毎に作成している

ため学位授与に関わる審査、論文審査基準などの記述については差

が生じていた。 

課程博士学位申請のために再入学した者への指導体制に関わる記述

に誤りがあった。 

評価後の改善状況  2011 年度版から『履修要項・科目概要』については、課程博士学

位申請のために再入学した者への指導体制に関わる記述を、実態に

則した内容に修正した。 

 学位授与方針・基準、論文審査基準は、学問領域や分野による特

性を考慮し設定している項目もあるため、研究科・専攻毎で多少記

述が異なる点については問題ないと判断した。 
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大学院：医療・福祉マネジメント研究科 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（学位授与・課程修了の認定） 

指摘事項 「大学院学則」20 条２項には早期修了を認める旨の記載があるも

のの、実際には、１年次、２年次の配当科目があるため早期修了

の運用は行っておらず、この点の扱いについては課題が残る。 

評価当時の状況  医療・福祉マネジメント研究科においては、１年次、２年次の

配当科目があるため早期修了の運用はおこなっていない。 

評価後の改善状況  医療・福祉マネジメント研究科委員会で、選択必修の設定を解

除するなど、履修形態の柔軟化を進め、適用の可能性を継続検討

している。 
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５）教育内容・方法（通信制大学・大学院等） 
国際社会開発研究科 

総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（通信制大学・大学院等） 

指摘事項 （メーリングリスト、インターネット上の掲示板）この方法には

限界もあり（『自己点検・評価報告書』p.222）、インターネットに

よる教育の補助的手段として、面談による指導も重要になってき

ている。 

評価当時の状況  研究指導を全てネット上でおこなうのには自ずと限界があり、

可能な限り、指導教員との面談による指導、あるいは適宜設定す

るゼミ指導に参加するよう奨励していた。 

評価後の改善状況  国内在住の院生に対しては、５月に開講される開発基礎論Ⅰ、

11 月に開講される日本スクーリングに合わせて対面指導を行う

とともに、適宜、東京・名古屋を中心に個別に対面指導を行って

いる。また海外在住の院生に対しては、海外スクーリングに合わ

せて指導を行っている。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

・開発基礎論Ⅰ（対面授業）：5/8（土）履修者（20 名）のゼミ院生に対し、それぞれ指導

教員 8 名が 3 時間（14：40-17：40）の研究指導 

・日本スクーリング：11/21（日）履修者 20 名と博士課程 2 名に対して、それぞれ指導教

員 6 名が約 3 時間（14：40-17：30）の研究指導 

・東京近郊の院生が月１回程度集まり、自主ゼミを行っている。 
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国際社会開発研究科 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教育内容・方法（通信制大学・大学院等） 

指摘事項  標準修業年限の３年間で修了できず留年するものが増えており、

いかに研究モチベーションを維持していくかなどの検討が必要であ

る。 

評価当時の状況 この指摘事項は、2007年度に募集を停止した国際社会開発専攻博

士後期課程に係るものである。この後期課程では、標準修業年限の3

年間で修了できず留年するものが増えている状況があった。 

本研究科は現在、修士課程ではあるが、同様の事態が生じる可能

性がある。通信制の学生のほとんどが社会人であり、職務の関係か

ら研究が十分に進まない事例もあり、研究指導の改善だけでなく通

信制学生の学生生活の有り様なども含めて改善策を事前に検討する

ことが必要である。 

評価後の改善状況  現在の修士課程の学生ならびに後期課程在籍学生に対しては、教

員による対面指導の充実、学習上課題を抱えている院生に対する個

別指導の強化を図るとともに、院生相互の学習支援を促すことによ

って、円滑な学習・研究推進を図っていく。 
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６）学生の受け入れ 
（１）全学部 

総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 学生の受け入れ 

指摘事項 AO 入学試験の要項以外では、学部・研究科ごとのアドミッションポ

リシーが示されていないため、各入学試験要項などに明示すること

が期待される。 

評価当時の状況  従来は、入学者の決定後に次年度方針の検討を開始していた。こ

れを改め、年度の早い時期から検討を開始し、アドミッションポリ

シーのマネジメントサイクルを確立し、アドミッションポリシーを

すべての入試区分を対象とした学生募集戦略として位置づける。現

状は、AO 入学試験の次年度方針は10 月から検討を開始しているた

め、各機関における検討期間は確保できている。しかし、その他の

入学試験は12 月から検討を開始しており、志願状況が確定できてい

ない状況下での検討であるため、予測値で行われる場合がほとんど

であり不十分な検討であることは否めない。 

評価後の改善状況  旧学生募集広報委員会（現アドミッション委員会）において、学部ア

ドミッションポリシーを確認。入試委員会確認のもと、2012 年度入学

者の募集から全ての入学試験要項に、各学部アドミッションポリシーを

掲載した。尚、アドミッションポリシーの確認は、学生募集事業などの

専門委員会であるアドミッション委員会が行い、入学試験要項の作成に

ついては、専門委員会の入試委員会が行っている。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

アドミッションポリシー掲載入学試験要項 

＜2010 年度＞ＡＯ入学試験 

＜2011 年度＞ＡＯ入学試験 

＜2012 年度＞ＡＯ、スポーツ推薦、文化・芸術系部活動など推薦、高大接続、自治体推薦、

日本福祉大学付属高等学校推薦、同窓会推薦、高卒認定合格者、海外帰国生徒、高等学校卒

業者、定時制・通信制高等学校、社会人、外国人留学生、指定校推薦、専門高校・総合学科

等指定校推薦、一般推薦、専門高校・高等学校推薦、一般、大学入試センター利用入学試験



36 
 

（２）大学院：全研究科 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 学生の受け入れ 

指摘事項 専攻別にみると、入学定員や収容定員を満たしていない専攻があ

る（『大学基礎データ』表 18 p.81）。 

評価当時の状況  認証評価時（2009 年度）の学生受け入れで収容定員と入学定員

比 5 年間平均で 1.0 を満たしていない研究科専攻（現在も学生募

集中のものは、次の通りであった。 

 ・社会福祉学研究科社会福祉学専攻修士課程 

    収容定員比 0.85、 入学定員比 5 年間平均 0.78 

 ・福祉社会開発研究科福祉経営専攻博士課程 

    収容定員比 0.5 入学定員比 5 年間平均 0.5 

  

評価後の改善状況  2012 年度の学生受け入れで，収容定員，入学定員ともに定員比で

1.0 を満たしていない研究科専攻は次の通りである。 

 ・社会福祉学研究科社会福祉学専攻修士課程 

    収容定員比 0.65、 入学定員比 0.60 

 ・医療・福祉マネジメント研究科 

    医療・福祉マネジメント専攻修士課程 

    収容定員比 0.77、 入学定員比 0.73 

 大学の将来計画である第 1 期中期計画［2011‐15 年度］において

大学院改革の基本フレームを定めた。そこでは、定員確保および教

育改革の方針を明確に定め、定員充足率が著しく減少（目安として、

2 年連続して入学定員７０％を満たさない場合）した専攻について

は、同専攻の廃止、縮小、他研究科・専攻への統合など、改組を含

めた改革検討をおこなうことを確認した。 

また具体的な取組みとして、国際社会開発研究科では、学部新卒者

の受入促進のための入試制度改革（一般入試区分の新設）を実施し

た。 
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４）学生生活 
全学部・全研究科 

総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 学生生活 

指摘事項  日本学生支援機構奨学金の返還延滞者が増加し、延滞率は全国平

均を大きく上回る状況であるので、延滞率を改善するための対策が

必要である（『自己点検・評価報告書』pp.301-304）。 

評価当時の状況 本学における日本学生支援機構奨学金の延滞率が、学部で 0.1％全国

平均より低いものの、大学院で 19.2％と大幅に全国平均を上回って

いたため、大学全体として、1.1％全国平均を上回る結果となってい

た（2008 年度）。在学中における卒業後の返還指導のさらなる徹底

が必要であった。 

評価後の改善状況  卒業後の返還指導については、日本学生支援機構の返還に関する

資料の他に、本学オリジナルのマニュアルを作成し、返還説明会時

に配布するとともに、説明会の実施回数を増やし、さらに返還指導

の徹底をはかった。結果として、本校の学部の延滞率は更に減少し、

全国の延滞率とほぼ同じ水準となった。しかし大学院の延滞率は減

少傾向にあるが全国平均が更に低下した為引き続き改善に努める必

要がある。大学全体の平均では学部卒の人数が多い事もあり評価当

時より延滞率が 1.9%減少した。 

 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

延滞率の推移 

(2008 年度) 

  本学 9.2％ [学部 8.7%、大学院 24.0%] 

  全国 8.1％ [学部 8.8%、大学院 4.8%] 

（2010 年度） 

本学 9.1％ [学部 9.2％、大学院 6.2％] 

全国 7.6％ [学部 8.2％、大学院 4.3％] 

（2011 年度） 

本学 7.3％ [学部 7.4％、大学院 6.3％] 

全国 6.8％ [学部 7.3％、大学院 3.8％] 



38 
 

全学部 
総評の指摘等の改善状況報告 

種  別 内  容 

基準項目 学生生活   

指摘事項 美浜・半田キャンパスでの就職支援・指導には立地的な問題もあり、限

界が見られることから、名古屋キャンパスを活用した就職支援・指導の

拡充が課題となっている。 

評価当時の状況 就職指導を展開するうえでの設備面については、美浜・半田両キャンパ

スにおいては、就職関係の資料を充実したり、本学独自の求人検索シス

テムを早くから導入するなどのことは評価できる。特に、本学の大きな

就職分野である医療･福祉分野の求人は、そうした人材を養成する学校

に直接送付されることが多く、一般的な求人検索サイトには掲載されて

いない。こうした求人情報を学生がいつでもどこでも検索できるよう

に、10 年以上前から求人検索システムを導入している。また、求人情

報だけでなく就職指導に必要な学生の就職活動状況を管理するシステ

ム「キャリアポートフォリオシステム」を構築したことにより、就職指

導者が必要な情報を共有して指導を行うことが可能となった。 

しかし、美浜･半田キャンパスでの就職指導の体制や設備を充実しても

キャンパスだけでの就職指導にも限界がみられてきた。特に都心から離

れている本学のキャンパス立地では、大学の長期休暇期間における就職

指導や就職活動中における即時対応が困難にある。学生の就職支援ニー

ズは高まり多様化する一方で、それにどこまでの対応と支援体制を構築

すればよいかが課題である。 

評価後の改善状況  2010 年度から名古屋キャンパスにて開設、運営している「キャリア

サポートセンター名古屋」での就職支援等について、学生にも認知され

利用者も増えてきたことから、今年度より月曜日から土曜日までキャリ

アアドバイザーを配置している。在学生はもちろんのこと、卒業生、大

学院生の利用者も増え、10 月末時点で既にのべ 300 名以上の実績とな

っている。特に就職活動を展開している 4 年生には、名古屋キャンパス

での支援だけでなく、近隣にある新卒応援ハローワークとの連携によ

り、就職結果がでるまで支援を継続して行っている。 

 今後は就職支援だけに留まらず、学生の実習指導やキャリア教育、課

外指導等における名古屋キャンパス活用の検討を行う。 
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８）社会貢献 
総評の指摘等の改善状況報告 

種  別 内  容 

基準項目 社会貢献 

指摘事項 大学の教育・研究の成果を社会に還元する方途について、学生や

教職員を十分に巻き込んだ事業展開にはなっていない（『自己点

検・評価報告書』p.343）ことから、多様な社会貢献事業を全学

的な取り組みとして、より一層積極的に展開していくことが望ま

れる。 

評価当時の状況 大学の教育研究の成果を社会還元する方途として、公開講座など

の開催は一つの手段であるが、社会からは学生や教職員が地域に

関わり、地域の課題を解決する際の支援者として活躍することへ

の期待も強い。本学においては、「福祉」というキーワードや「知

多半島」というエリアを対象とした各種の事業が積極的に展開さ

れているものの、学生や教職員を十分に巻き込んだ事業展開には

いたっていない。 

評価後の改善状況  学生・教職員の地域活動を一層積極的に促進するために、以下の

様な取り組みを行っている。 

・「地域連携教育・研究推進センター(仮称)」設置検討の開始 

 2012年5月より、地域連携教育・研究センター（仮称）の設置に向

けて、検討委員会を組織。地域連携に関わる現状調査、調査分析を

行うと同時に、2013年度の設置に向けた検討を開始している。（3回

の設置検討委員会、4回のワーキング会議、5回の検討会議を開催。）

・ボランティア学生派遣事業の制度化 

 ボランティア学生派遣事業（メンタルフレンド、特別支援教育ボ

ランティア）を制度化し、適応指導教室(半田市、武豊町、美浜町)

への本学学生をボランティアとして派遣している。派遣学生へのサ

ポートとして、研修やスーパービジョンなどを定期的に実施し、毎

年10 名～15 名の学生が活動を行っている。また、地域の諸機関か

らの発達支援等に関わる領域での協力要請に対して、講師派遣や、

相談会のアドバイザー等として本学教員や研究員を派遣している。

・近隣自治体と連携協定を締結 

 2010 年度には美浜町と包括協定を締結し、地域の振興や文化の創

成、福祉の向上に双方が連携して取り組むための環境を整備した。

2011 年度には美浜町・日本福祉大学防災事業推進協議会を設置、2012
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年度には共同での防災訓練を実施したり、市民対象の防災講座を開

催するなど、具体的な連携を強めている。（近隣自治体以外にも、

全国６自治体とともに友好自治体協力協定を締結している。） 

・カリキュラムに「地域研究プロジェクト」を配置 

 学生・教職員が地域をフィールドにした活動を展開するため、2012

年度より社会福祉学部・経済学部の共通カリキュラムとして「地域

研究プロジェクトⅠ・Ⅱ・Ⅲ」を専門科目として配置した。教育内

容との関連性が高まることにより、学生・教職員が、より組織的に

地域に関わる体制が整備されつつある。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 
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９）教員組織 
（1）全学部 

総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 教員組織 

指摘事項 教員の年齢構成については、各学部の一部の年齢層において偏り

が見られることから（『大学基礎データ』表 21）、今後、適切な 

採用人事が求められる。 

評価当時の状況  大学院研究科の基礎学部となっている学部の教員構成は、高齢

教員の割合が多い。学部改組や教育課程を大きく変更することに

より教員の異動などがある場合は、比較的若手や幅広い年齢層が

配置されることもある。本学の他の例にもれず、そのような状況

により指摘されたような状況となっていたものと思われる。 

しかし、教員人事が、科目を中心に行われ学部教授会に審査・

決定権限がある以上、バランスを配慮した教員組織構成は、殆ど

困難であったと言える。 

評価後の改善状況 指摘された事項は年齢層についてのみであるが、専門領域、担

当科目等も含め、バランスを配慮した教員組織構成をとることも

視野に入れ、全学的視野からの中長期的な政策的人事が行えるよ

う、教員原資の計画・運用に関するルールの確立を進めている。

 ただし教員人事を行うにあたって、常に年齢を最優先条件とす

ることは困難である。指摘を受けた事項については、教員の退職

等による教育への支障が生起しない環境整備との趣旨でとらえ、

その趣旨からの課題を明らかにして改善努力を行いたい。 
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（２）全学部・研究科 
総評の指摘等の改善状況報告 

種  別 内  容 

基準項目 教員組織 

指摘事項  学部と研究科の両方を担っている専任教員の担当授業時間数に

偏りが見られ、一部の教員の負担が過重になっているので一層の平

準化が望まれる。 

評価当時の状況  専任教員の担当時間は学部教授会において決定するが、その原案

策定にあたっては、専ら所属学部における担当科目・時間が検討さ

れてきており、他学部科目の兼担や大学院研究科の科目の担当を含

めたトータルの担当時間管理が十分にされていなかった。大学院研

究科の授業担当時間については、個々の教員の担当時間のうち学部

を２、大学院を１の比率とする学内基準は持っていた。しかし、実

際の担当時間の調整はそれぞれの教員の所属する学部の教務委員

が実務を担っていたにもかかわらず、学部教務委員は大学院におけ

る担当時間に介入する権原をもっていなかった。全学の教育計画を

編成する中心機関として全学教務委員会も組織されていたが、これ

も学部間の調整を行うだけで、大学院研究科の教育計画を所管して

いなかった。このため、大学院科目担当者の担当時間は増えざるを

得ない構造となっていた。 

評価後の改善状況  全学の教育資源の有効利用（教員の担当科目・時間の適正な配

置・配分）を実現するため、全学教務委員会の機能を 2009 年度よ

り強化してきていたが、2011 年度よりは教学担当副学長を委員長

とした権限・位置付けを明確にした新たな全学教務委員会を設置し

た。従来の委員に加えて、大学院委員長・社会福祉実習教育研究セ

ンター長・教職課程センター長・保育課程センター長を委員とする

ことにより、学部・大学院間、学部間、資格課程と学部教育間にま

たがる教育計画の策定を統括する機関に位置付けられた。特に専任

教員の担当科目・時間数について、各学部教授会での決定前に十全

に調整を行い、決定が遅れがちだった大学院担当時間も当初より計

画数に入れて学部教授会に一括提案するなど、教育計画管理を一元

的に行う体制を整えた。2012 年度からこうした調整を行いつつ教

育計画編成を行っている。 
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改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

 2009 年度より全学教務委員会における調整を行ったことで、教員一人当たりの超過時間は

減じつつある。大学院として開講する総開講時間数に大きな変動がないため、超過時間の減

少には限界があるが、指摘事項であった担当時間の偏りについては標準偏差の数値の変化に

より改善が進んでいることが確認できる。 

 

年度 2009 2010 2011 2012 

大学院担当教員数 58 60 55 54 

平均超過担当時間 59.55 60.90 33.62 35.92 

標準偏差 65.14 55.23 37.34 32.74 
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（３）社会福祉学部 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 教員組織 

指摘事項  専門教育における専任教員担当比率については、社会福祉学部

の各学科では５０％前後と低いので、向上させるための措置が求

められる。 

評価当時の状況 社会福祉学部各学科の専門教育における専任教員担当比率は

50％前後であった。 

 

評価後の改善状況  評価当時の専任教員担当比率が 50％前後から、2012 年は

65.3％と若干高くなった。中でも社会福祉士養成に関わる重要な

専門科目である「ソーシャルワーク実習指導」については、2011

年度より短期的な改善を行い、2011 年度よりは若干下がっては

いるものの、2012 年度においても、81.8％（22 クラス中、18 ク

ラス）と、80％以上の高い専任教員担当比率を実現した。今後に

おいて、全体の専任教員担当比率を向上させるためには、そもそ

もの低い要因となっている、大学院における学部専任教員の担当

コマ数や社会福祉学部の定員削減等が、今後の検討課題である。
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１０）施設・設備 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

 

 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 施設・設備 

指摘事項 施設の大規模化、融合化、複雑化が進む中では、通常の維持管理だけで

はなく、有事における総合的な危機管理体制の確立も課題である。 

評価当時の状況 複数キャンパス体制のなかで、ICT も含めた施設の高度化や複雑化、そ

して年々進む老朽化に対し、通常の維持管理のあり方にとどまらず、有

事の際も想定した総合的な施設管理体制の検討が必要である。 

 

評価後の改善状況  複数キャンパス体制のなか、とりわけ建築後 29 年が経過している

美浜キャンパスについて、大規模地震に備え、劣化状況把握も含め

て耐震診断を行った。診断の結果、研究本館および図書館の一部に

おいて耐力不足が判明したため、該当箇所については壁量の増設及

び柱の強化を予定している。 

また、2011 年 10 月に締結した美浜町との防災協力協定に基づき、

減災啓発講座の共同開催や、美浜地域における津波を想定した、美

浜町・地域住民・地元企業・大学の合同による地域総合防災訓練を

今年度実施した。引き続き、美浜町第２次指定避難所としての災害時

避難所運営マニュアルの作成や、備蓄資器材の増強といった、防災・

減災力の強化に取り組む。 

なお、複数キャンパス体制を想定した大学全体の危機管理体制の整

備課題については、関連規程・規則の見直しや既存マニュアルの統

廃合等を含め具体案について、2013 年度危機管理委員会にて検討を

行い、2015 年度までに整備する。 
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施設・設備 
総評の指摘等の改善状況報告 

 
 
 
 

種  別 内  容 

基準項目 施設・設備 

指摘事項  情報処理機器の配置状況については、教育用パソコンの設置台

数を段階的に増設しているが、パソコンの性能の拡充も課題とな

っている。 

評価当時の状況  デジタル写真、動画等の大容量データを文書やプレゼンテーシ

ョン等に利用する上で、設備の機能・容量が不足傾向にあり、拡

充を望む声が寄せられている。(2009 年度『自己点検・評価報告

書』p375) 

評価後の改善状況 2009 年 12 月以降、デジタル写真、動画等の大容量データを取

り扱う教室において、段階的にパソコンのメモリ増設を行い、現

状構成の中で対応可能な改善を実施してきた。 

その上で恒常的対応として、2013 年度教育研究用情報環境リ

プレースにおいて今後最低５年間の利用を想定した上で必要な

スペックを持つパソコンとの入替えを行うこととした。特に

Windows パソコンでは記憶メディアを SSD とし、起動及び動作の

高速化を図った。 

 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

リプレース前後における代表的なパソコンスペックは以下のとおり。 

リプレース前  リプレース後 

●OS：WindowsXPpro 

●CPU：Pentium4(1 コア) 

●メモリ：512MB 

●HDD：無し（ネットワークブート）

●光学：DVD ドライブ（CD 書込対応）

●ディスプレイ：17 インチ 

 ●OS：Windows7pro 

●CPU：Corei5(4 コア) 

●メモリ：8GB 

●SSD：128GB 

●光学：書込対応 DVD ドライブ 

●ディスプレイ：22 インチワイド 
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１１）図書・電子媒体 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 図書・電子媒体等 

指摘事項 資料保管スペースの狭あい化は課題となっており、改善が望まれ

る。 

評価当時の状況 この数年間に保管スペース確保の努力を行ってきたがすでに限

界に達している。このまま図書資料の受入れが続くと３、４年で

保存スペースが確保できなくなり、深刻な状況に陥る可能性があ

る（『自己点検・評価報告書』p.387）。 

 

評価後の改善状況 書架収蔵スペース拡張を含む美浜キャンパスにおける図書館

環境整備計画について具体化を進め、2013 年度中に改修を行う

計画である。これにより図書約 10 万冊の収容力増強を行い、資

料保管スペースの拡充をはかる予定である。 
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図書・電子媒体 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 図書・電子媒体等 

指摘事項  ここ数年電子ジャーナルやデータベースの充実を図ってきて

いるが、十分に活用するまでに至っておらず、データベースの利

用方法を中心とした利用者教育の充実が課題となっている。 

評価当時の状況 電子ジャーナル、データベースのアクセス総数等による利用実態

をみると、十分活用されていない状況だった。 

 

評価後の改善状況 2012 年度の教職員向け図書館データベース説明会を前後期合

わせ 4回実施し合計 33 名の参加（2011 年度は 3回実施、10 名参

加）があり、図書館データベース説明会が定着した。 

また 2012 年度利用可能な電子ジャーナル（フルテキスト）数

は 4,925 ﾀｲﾄﾙ（前年比 10.4％増）とし、2012 年度は月平均 37,527

件（6ヶ月平均）の利用があった（前年比月平均 20％増）。 

 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

                       （2011 年度）  （2012 年度） 

・図書館データベース説明会 3 回、10 名  → 4 回、33 名 ＜23 名増＞ 

・電子ジャーナル数     4,460 ﾀｲﾄﾙ   → 4,925 ﾀｲﾄﾙ   ＜465 ﾀｲﾄﾙ増、10.4％増＞

・電子ジャーナル・データベースアクセス数 

       月平均 31,272 件 → 月平均 37,527 件 

     （4 月～3 月の年間平均） （4 月～9 月の 6 ヶ月間平均） 

                         ＜月平均 6,255 件増、20％増＞ 
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１２）管理・運営 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

  

種  別 内  容 

基準項目 管理・運営 

指摘事項 （学長選挙）教職員の雇用形態・職種の多様化による、学長選挙の

有権者範囲の見直しなどいくつかの課題が残されている。 

評価当時の状況  教職員の雇用形態・職種の多様化（任期制教員や契約職員の導入）

による、有権者の範囲の見直しや、キャンパスの複数展開や地方オ

フィスの開設により教員・職員が物理的に分散することにより、学

長選挙において直接に候補者の所信を確かめる機会がない、投票行

為に困難さが生じる、などの課題が増えてきており、この点につい

ても現実に対応した制度見直しを行っていく。（『自己点検・評価報

告書』 P.394） 

 

評価後の改善状況  前回学長選挙時の選挙管理委員会による申し送り事項などをふま

え、2011 年 7 月に理事長・学長会議の元に「学長選任制度検討小委

員会（以下、小委員会という）」が設置され、小委員会がまとめた検

討事項や課題を受け、具体的に対応するため、新たに大学運営会議

の元、「学長選任制度検討委員会（以下、委員会という）」が設置さ

れた。委員会において、①第１次選挙を廃止し、有権者による本選

挙の一本化、②教職員の雇用形態・職種の多様化に対応した、有権

者の範囲の拡大、③学長候補者の所信をより理解するための学長候

補者立会演説会の実施の３点について答申が出され、2012 年 4 月 1

日付にて関連諸規程の改正を実施し学長選挙制度を変更した。 
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１３）財務 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

 

種  別 内  容 

基準項目 財務 

指摘事項 福祉系大学として実績のある大学であるが、近年の志願者数低下

は著しく、2008（平成 20）年度の６学部体制への大改編後も、

一部を除き多くの学部で入学者数の定員割れを起こし、学生生徒

等納付金の減少と人件費等経費の増大から帰属収支差額は急速

に悪化している。今後の教育研究推進のための財政基盤を確保す

るには、長期的財政計画に基づく組織的取り組みが喫緊の課題で

ある。 

評価当時の状況 中期経営計画に財務政策を盛り込んでいるが、入学者数の減少な

ど急激な経営環境の変化に対応した毎年度の収支予測の見直しが

不可欠となっている。毎年度の収支予測をふまえた事業計画の変

更に対する経営戦略マネジメントの重要性が増している。（点検・

評価報告書より抜粋） 

評価後の改善状況 2009（平成 21）年度より理事長直轄の財政運営委員会を設置し、

予・決算、財政政策等重要事項について審議、管理を行っており、

さらに 2011（平成 23）年度より専務理事を部会長とする財務部

会を設置し、財務の基本政策、予算編成（方針）、決算、学費、

中期財政運営に関わる重要事項及び新規事業について、経営とし

ての基本判断、必要な決定を行っている。 

 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

①財政運営委員会開催状況・・・2010（平成 22）年度 12 回開催、2011（平成 23）年度 3回開

催 

②財務部会開催・・・2011（平成 23）年度 12 回開催 

②消費収支計算書による主な科目の推移 

・学生生徒納付金収入・・・2009 年度 74 億 5 百万円⇒2010 年度 74 億 9 千万円 

            ⇒2011 年度 78 億 5 千万円 

・人件費・・・2009 年度 49 億 8 千万円⇒2010 年度 49 億 3 千万円⇒2011 年度 48 億 2 千万円 

・帰属収支差額・・・2009 年度△4億 5千万円⇒2010 年度 9百万円⇒2011 年度 3億 4百万円 
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種  別 内  容 

基準項目 財務 

指摘事項  事業別収支と事業評価制度の導入や、人件費を含む諸経費削減

に関する持続的改善活動に基づく予算効率化効果を検証する仕

組みは整っていない。 

評価当時の状況 予算編成および執行は、予算・会計電算システムにより事務の省

力化・迅速化が可能となった。予算執行においては、今後の減収

を含む厳しい経営環境に適応できるシステムとして引続き事業別

予算単位の設定など、創造的に開発していくことが課題となって

いる。予算編成では、各事業を科学的に検証できる事業評価の開

発や収益の予測精度の向上、教職員の意識改革が実践的な課題と

なっている。（自己点検・評価報告書より抜粋） 

評価後の改善状況  2010（平成 22）年度、「収支改善計画」として、2013 年度（学

園創立 60 周年）に向けた予算管理計画を策定した。この計画で

は 2013 年度予算において帰属収入 100 億円台を前提に消費支出

比率 95～99％で編成することとしている。この計画に従って年度

毎に経費削減計画及び増収計画を策定して予算管理を行い、決算

値と連動させて予算効率化効果を検証している。この計画は、教

学機関を含めた諸会議で提案・報告され全教職員に周知されてい

る。 

事業別収支と事業評価制度の導入については、各事業の人件費を

含む経費の按分比率の算定方法や事業評価の指標等について関

係部局と検討を行い、事業評価の指標となる事業別収支決算表の

整備を行っている。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

 

収支改善に向けた予算管理の推移と計画 

（１）2010 年度予算：減価償却を超えた当初予算 ⇒消費支出比率 108.5％ 

（２）2011 年度予算：最低でも減価償却範囲内での予算編成 ⇒消費支出比率 105.3％ 

（３）2012 年度予算：収支バランス範囲内での予算編成 ⇒消費支出比率 98.1％ 

（４）2013 年度予算：消費支出比率 95％～99％内での予算編成（帰属収入 100 億前提）
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１４）自己点検・評価 
総評の指摘等の改善状況報告 

 

種  別 内  容 

基準項目 自己点検・評価 

指摘事項  点検評価の結果を学園・大学の事業計画に反映させる有効な仕

組みが構築されていないため、評価の結果が必ずしも改善に結び

つかないケースも少なくない（『自己点検・評価報告書』p.412）

また、『自己点検・評価報告書』と『基礎データ』との間に齟齬

が散見されたことも、改善が望まれる。 

評価当時の状況 指摘の通り、確かに、当時、点検評価結果を事業計画に反映させ

るための有効な仕組みはなく、両者は切れたまま扱われていた。

また関係者には、両者は密接に連関させるべきであるとの意識が

希薄で、認識不足であったことが取り分け大きいと言える。自己

点検・評価サイクルと事業計画のサイクルは別々に動かされてい

た。仕組みとして確立することについても、こうした認識不足も

あり、組織的な検討も十分行っておらず、この両者のサイクルを

様々なレベルでシンクロさせることを意図的に追究する必要が

あった。 

評価後の改善状況  本学では、自己点検・評価についても事業計画（計画策定・中間

の進捗確認、結果報告・評価）のいずれについても、理事長と学長

が、直接的な統括責任者となっている。よって、点検・評価の結果

を事業計画に反映させて各事業の改善課題を踏まえて翌年度事業を

計画し策定する観点からの監督・指導は管理運営システム上、可能

である。 

今後、統括責任者である理事長と学長、並びに所管部局等関係者す

べてがこの認識を深めるとともに、事業計画作成過程において、点

検評価結果を各部局に改めて配付するなどを始め、事業計画案の所

定書式に、点検評価結果に関する欄を設け、問題状況に対してどの

ような改善を行うかといった方策を併せて書かせるなど実務上の工

夫を講ずることとしたい。 

なお、『自己点検・評価報告書』と『基礎データ』との間に齟齬が

散見された点は、各部局のケアレス・ミス、点検漏れであるので、

今後最新の注意を払いたい。 


